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厚生労働科学研究費補助金 
（新型インフルエンザ等新興・再興感染症研究事業） 

分担研究報告書 （平成 25 年度） 
「感染対策地域連携に活用できるソフトウエアの開発に関する研究」 

 

研究分担者      藤本 修平 東海大学医学部基礎医学系生体防御学 

研究協力者      村上 啓雄 岐阜大学医学部附属病院生体支援センター 
地域医療医学センター 

                渡邉 珠代 岐阜大学医学部附属病院生体支援センター 
                田辺 正樹 三重大学医学部附属病院 
                石黒 信久 北海道大学病院 感染制御部 
                 
研究要旨 

診療報酬加算に係る感染対策の地域連携の事務作業を軽減し、より有用な連繋
が可能となるような情報の収集と還元を行うためのソフトウエアの開発を行い、
地域連携の基本部分の標準化とその効率化によって、地域連携で行われる感染
対策水準の向上を促すことを目的に研究を行った。高水準の地域連携が実現し
ている地域の一つである岐阜県の活動を調査し、それにもとづいたシステムの
要件を整理し、それに対して、感染対策の専門家の意見を聴取し、改良を加え
た。得られた要件を元に、システムの基本設計を行った。要件を整理する中で、
収集、集計する内容は、感染対策の実施状況の評価に関する項目と、感染対策
の実施による成果（outcome）の評価に関する項目がほとんどであること、さら
に、JANIS 検査部門のデータから生成できる項目が含まれることが分かった。
概要設計の中で、加算 1-2、1-1 の連繋、さらに、県レベルでの連繋のために必
要なシステムは、基本設計を体系的に行うことで、同時に、全国レベルでのデ
ータ集計にも用いることが出来ること、1-2 連繋に限定したシステムの構築と全
国レベルの集計が可能なシステムの構築に掛かる費用には大きな違いがないこ
とが分かった。全国レベルのシステム（仮称；感染対策の地域連携支援システ
ム Regional Infection Control Support System; RICSS）の概要設計と費用積算を行
った。ハードウエア、OS、DB、ウイルス対策などの基本ソフトウエアを除いた
システム構築の概算額見積もりは 16,550,000 円であった。地域での連携を効率
化、標準化し、同時に JANIS とデータ、調査内容を補完する調査システムとし
て位置づけられると考えた。 

A. 研究目的 

感染対策の地域連携の重要性は以
前から議論されてきたが、平成 24 年 3
月の厚生労働省課長通知により保険
点数加算が行われる様になり、多くの
医療機関が参加する様になった。加算

1 および 2 に対して、ある程度具体的
な実施内容が示されているが、実施内
容は施設ごとに異なり、また、実施に
際しては特に加算 1の施設の負担が大
きい。 

一方、診療報酬加算に係る感染対策
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の地域連携には平成 24 年 10 月 24 日
現在で、全病院の約 40％が加算 1 また
は 2 に届け出をしている。400 床以上
の病院においては、70％が届け出を出
しており、400～499 床では届け出の
75％、500 床以上では 87％が加算 1 で
あった。 

加算 1 または 2 の届け出施設の当該
制度への評価はおおむね良好である
が、連繋のために相互比較をする場合、
資料の作成に伴う負担が大きいとい
う意見が多く聞かれる。 

本研究では加算 1、加算 2 それぞれ
の施設の負担を軽減しながら、感染対
策の評価、相互連携に有用なデータを
容易に、そしてわかりやすい様式で提
供するためのシステムの構築を前提
とした研究を行った。 

 

B. 研究方法 

 倫理面への配慮 

本研究は、主に、ソフトウエア、シ
ステムの概念の確立、仕様の策定、基
本設計をおこなうもので直接、患者、
患者等の個人情報を扱うものではな
い。研究期間中に行う調査、実験的試
行においても、患者、患者等の個人情
報を扱うことはない。また、病院の感
染対策に関する情報を扱う場合も、病
院名などの匿名化を図り、特定の病院、
団体、個人の不利益、または、利益に
結びつくことがない様に十分に配慮
する。 

 

 

 

 

 

 ソフトウエア・システムの要件調
査 

全県の医療機関を、系統的に加算 1、
および加算 2 に位置づけて、全県をま
とめた地域連携のネットワークを構
築している岐阜県をモデルとした。 

岐阜大学を中心とするグループが
行っている地域連携に係る調査、情報
還元の資料の提供を受けてこれを調
査した。 

本研究班の班会議、および、コアメ
ンバーに対して、要件（案）を開示し
て意見を求めた。意見にもとづいて、
基本要件をまとめた。 

 システムの基本設計/調整 

システムの基本要件を元にシステ
ム開発会社と基本設計について数回
の調整を行い、素案と見積もりを作成
した。 

 システムの基本設計確定/概要設
計/費用概算見積もり作成 

加算 1-2 レベル、加算 1-1 レベル、
地域・県レベルのデータ収集還元を行
い、院内感染対策の実施状況、成果
（outcome）に関する全国統計も可能
にするシステムとして、システム会社
と要件の調整を行い、概要設計、費用
概算を得た。 

C. 研究結果 

岐阜大学からのヒアリング、資料提
供を元に作成した要件を開示して、班
会議、コアメンバーによる討議を行っ
て、第 1 案となる要件をまとめた（図
1）。 
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入力集計項目には、ICT 活動の状況、
手指衛生の実施状況を反映する手指
消毒用アルコールの使用量などの院
内感染対策に対する取り組み・実施状
況関する指標と、デバイス関連感染症
数,耐性検出率など院内感染対策の成
果（outcome）に関する指標が含まれ
ていた。 

さらに、入力項目の一部は、JANIS
検査部門のデータから算出できるも
のであった（図 2）。 

これらの要件を満たすシステムの
基本設計について調整を行った。 

岐阜県の例では加算 1-2、1-1 レベル
の上にさらに県単位でとりまとめを
する体制があり、この部分まで含めて
システムを構築すると、ハードウエア
を含めて 2,000 万円以上になる可能性
が示された。 

この時点で、病院を管理するシステ
ムを体系的に構築すれば、同じ仕組み
をその上に積み重ね、全国レベルでの
集計も可能になることに気づいた（図
3）。 

感染対策への取り組み、実施状況と
その成果は JANIS では集めることの
出来ない情報であり、データ入力の手
間は 1-2 間での連繋に必要なデータ入
力とまったく変わらず、全国データを
得ることで、さらに、感染対策の標準
化が図れるのであれば非常に効率的
と考えた。 

全国レベルでの集計を念頭に置い
たシステムの開発を考慮して、基本設
計、概要設計、概算見積もりを行った
（別添資料１～３）。 

システムは、加算 1,2 の施設が web
画面上で病院基本情報の入力（初回と、
変更時）、データの入力、画面上での

集計結果の確認、帳票の印刷を行える
様に設計した。 
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地域での集計、施設管理、県レベル、
国レベルでの集計や管理を行うこと
も要件とした。 

 
 

このようなシステムの構築に必要
な費用は、ハードウエア、OS、データ
ベース、ウイルス対策など基本ソフト
ウエアを除き、システム構築費用
16,550,000 円と概算された。今回は、
JANIS サーバーとの接続については,
サーバーの状況によって費用が大き
く変わるため、概算に入れてないが、
仕様としては、接続された場合を想定
して、JANIS からのデータを規定値と
してセットする方法を考えた。 

D. 考察 

感染対策の地域連携は、感染対策の
水準を向上し、一定の地域内で標準化
をすることに大きな成果が期待でき,
すでに成果が上がっている。その中で、
加算 1 の病院の負担が大きいこと、地
域差が大きいことが問題として論じ
られている。 

私達は、1-2、1-1 連携時にその資料
となる感染対策に対する取り組み、感
染対策の実施状況、感染対策の成果
（outcome）を収集、集計してわかり
やすい図表で示し、加算 1 病院の負担
を減らし、同時に、地域レベル、県レ

ベル、全国レベルでの感染対策に対す
る取り組み、感染対策の実施状況、感
染対策の成果（outcome）の集計を可
能にするシステムの構築を考え、概要
設計、概算の試算を行った。 

概算では、その費用は、ハードウエ
ア等の準備を除いて、1,655 万円であ
ることが分かった。 

日本国内の病院数は約 8,500 であり、
その 40％にあたる約 3,400 施設が、平
成 24 年 10 月の段階で加算 1 または 2
の届け出を行っている。 

これらの施設の半数がこのシステ
ムを利用したとすれば、一施設あたり
の負担は 1 万円弱であり、初期費用以
外の運用費はさらに小さいことを考
えると非常に効率の良いシステムで
あると考えた。 

JANIS の細菌検査データからは、菌
の院内拡散を自動検出したり、あるい
は、すでに実装されている 2DCM-web
のように菌の拡散を可視化するため
の情報が含まれている。 

これらを有効に利用して、本研究で
提案する「感染対策の地域連携支援シ
ス テ ム （ Regional Infection Control 
Support System; RICSS）（仮称）」と組
み合わせることで高い精度で標準化
された院内感染対策の実現と評価が
可能になると考えた。 

E. 結論 

「感染対策の地域連携支援システ
ム（Regional Infection Control Support 
System; RICSS）（仮称）」は、診療報酬
加算にともなう感染対策の地域連携
を効率化し、高い精度で標準化するこ
とが期待でき、なおかつ、比較的低費
用で構築できるシステムであること
が明らかになった。 
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G. 研究発表 

１．論文発表 

特になし 

２．学会発表 

第 25 回臨床微生物学会総会ワーク
ショップ「JANIS 検査部門参加医療機
関の皆さん！！2DCMweb のすべてを
お見せします。―感受性パターンの自
動分類，分離菌の 2次元カラーマップ，
エピカーブ，多剤耐性菌警告，・・・
―実データで 2DCMweb を体感できる
用意をしてお待ちします」 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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